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現代における 
サービス労働対応的人的資源管理の諸問題

─マクドナルダィゼーション，ディズニィイゼーションなどを例証に─

大　橋　昭　一

Ⅰ．まえがき

　現代における人的資源管理において，サービス労働（service work）のあり方は，どのような

ものになっているのか。例えばその場合，処遇・待遇などはどのような状況にあるのか。サス

ティナブル・ディベロップメントすなわちサスティナビリティの観点からどのような取り組み

がなされているのか。本稿は，これらの問題を中心に，近年の論説の中でも，ワトソン（Tony 

Watson） の所論（Watson, 2017），ジェンキンス（Sarah Jenkins）／デルブリッジ（Rick Delbridge）の

所説（Jenkins & Delbridge, 2017），および，コンリン（Michael V. Conlin）／バウム（Tom Baum）の主

張（Conlin & Baumm, 2003）に依拠して，近年の理論動向を中心にレビューするものである。

　この場合，以上３つの論説は，論題上における趣旨が異なるが，突き詰めてみれば，現代に

おける人的資源の重要性，中でもサービス労働対応的人的資源管理の実際のあり方を，その労

働形態および給与など待遇面から論じているもので，問題意識において共通したところがある。

本稿は，この点を軸に，現時点の人的資源管理におけるサービス（ツーリズム）労働の特性につ

いて考察するものである。

　この場合，本稿で重要なキーワードの１つになっているものに，サスティナブル・ディベロ

ップメント（sustainable development）がある。これはサスティナビリティ（sustainability）ともい

われるが，今日世界的に推進されているSDGs（sustainable development goals）との関連からも注

目されるものである（サスティナブル・ディベロップメント等について詳しくは大橋, 2019をみられたい）。

　最初に，ワトソンの所論を取り上げる。ワトソンは，イギリス，ノッティンガム大学名誉教

授で，経営労働論の力作である『社会学・労働・組織』（Watson, 2017）で知られている（同書の全

体的概要については大橋，2020aをみられたい）。本稿はその中でも，サービス労働論に関する部分を集

中的に取り上げ，ツーリズム労働を含むサービス労働の基本原理はどのようなものかを考察す

る。
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Ⅱ．ワトソンのサービス労働論

（1）フォード主義からポスト・フォード主義へ

　ここでまず注目されることは，この点に関しワトソンが，現代のサービス労働は，もともと

製造労働（manufacturing work）の延長線上のものとしてとらえられるべきことを出発点にして

いることである。例えば販売，セールス（端的にはretail）は，もともとスキルの低い，製造業

務に付随的な仕事（low-skill, manufacturing-like work）として行われていたものであって，そうし

た販売行為は，例えばフォードシステム（Ford-system）のような大量生産のもとでは，「コン

トロール担当者が行うところの，綿密なビューロクラチックな，つまり組織的な大量生産行為

の継続的最終段階として行われていたものであった」（Watson, 2017, p.104）と位置づけられる。

　しかもワトソンによると，このことは，今日でも基本的に変わるところがない。その典型的

なものが，マクドナルド方式，すなわちマクドナルダィゼーション（McDonaldisation）であり
（Watson, 2017, p.103），それは，一言でいえば，テイラーシステム（Taylor-system）およびその発展

形態であるフォードシステムの原理に立脚するものと規定される。しかし他方において，ディ

ズニィランドの方式，すなわちディズニィイゼーション（Disneyization）は，現象的には，サー

ビス労働に新地平を開いた，独自な新しいタイプとして評価されるべき一面があるものとされ

ている（Watson, 2017, p.95ff.）。

　この場合，ワトソンの出発点になっているのは，有名なベル（Bell, D.）のポスト工業化社会
（post-industrial society）論（Bell, 1974）である。ただしそこでベルが，ポスト工業化社会では，そ

れまでの製造業中心の社会（manufacturing society）から知識中心のサービス社会（service society） 

に移行したと主張しているのに対し，ワトソンは，まずこの点について，「働く人々が実際に
（actually）行っている労働の性質（nature of work）からいって，ベルの主張には強い疑問がある
（strongly questioned）」と提起している（Watson, 2017, p.95）。

　その代わりにワトソンの主張するものは，社会全体における「フォード主義的社会からポス

ト・フォード主義的社会への移行」というテーゼである。ただしこの場合，まず，「フォード

主義とは，作業場レベル（workplace）では，テイラーシステム（Tayorist principles），すなわち，

いわゆる科学的管理に従ったもの」であるが，しかしそれは，経済システムとしては，何より

も（essentially）「そこ（製造現場）で雇用されている人々が，その生産物市場の構成要素（parts: 

買い手）であることを前提にする（recognise）ものであった。つまりそれは，労働者が生産物の

生産者（producers）であり，かつ，消費者（consumer）であることに基づく生活上の関心（interest 

in the lives of workers）を充たすことを不可欠の前提とするものであった」（Watson, 2017, p.97）。

　かくてワトソンによると，フォードシステムとは，技術的には，本質的にはテイラーシステ

ムに立脚し，その大量生産的適用を実現しただけのものであり，フォード主義的社会とは，端
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的には，（単に一律製品の大量生産方式が行われていることをいうだけのものではなく，さらに）「労働者階

級の行う社会的消費水準が，大量生産工業の製品提供とマッチする程度に高まっていること」

をいうものと特徴づけられる。これに対し，ポスト・フォード主義的社会は，（一律的製品生産

ではなくて）「小規模市場向けにカストマイズドされた製品が絶え間なく供給されるものであり，

そのために，高熟練で質的に信頼できる作業（skilled and trusted labour）を行うことが産業組織

と雇用政策において全般的課題になっているもの」と規定される（Watson, 2017, p.98, ただしカッコ内

は本稿筆者のもの，以下同様）。

　ここでは，このように，（需要を前提にした生産が行われるが故に，少なくとも理論的には，もともと）

生産の仕方に重点が置かれたものとして現われるが，ワトソンは，この上にたって，こうした

ポスト・フォード主義的社会への移行が，少なくとも西欧では，1970年代～1980年代に進んだ

とし，これに照応して消費事情も変化したとしている。ちなみに，現代がポスト・フォード主

義的社会であるという規定は，例えば後述のアメリカ，ノースイースタ－ン大学のヴァラス
（Steven Vallas）にもみられるもので（Vallas, 2017, p.xi），英米の論者に通例的な見解とみられる。

　もとよりこの場合，ワトソンにおいては，サービス労働の変化という観点から，直接的には，

仕事の仕方が変わったことが重要な点で，ワトソンは，フォード主義的社会では，労働者は単

にその労働力を提供するだけのものであったが，これに対しポスト・フォード主義的社会では，

労働者は“自己の全体”（whole self），すなわち人間としてのコミットメントとイニシャチブを

含めた全体的なものを提供するものになっている（Watson, 2017, p.99）。これがいわゆる知識社会

といわれるものの実態であり，これに応じてサービス労働も変化したというのである。

（2）マクドナルダィゼーションとディズニィイゼーション

　こうした仕事，すなわち労働の変化の基盤になったものは，製造過程の変化であるというの

が，ワトソンの基本的見解である。その歴史的根拠として，改めてワトソンは，イギリスの場

合，産業革命の結果，僅か１世代の間（約30年間）に製造労働主体の国からサービス労働主体

の国に変貌したことを挙げている。ただしその際サービス労働の主体となったのは，管理者
（manager），技術者（technologists），専門職者（professionals）などで，要するに，物的生産過程（material 

production）の効率性（efficiency）の向上を目指したものであったが，その場合こうした新しい

仕事の原理となったものは，要するにテイラーシステムなどであって，それをサービス業務に

適用したものが，ファストフード・レストランであり，その典型例がマクドナルド方式，すな

わちマクドナルダィゼーションであったと提議している（Watson, 2017, p.102）。

　ワトソンは，改めてそれは，マクドナルドにおいて創始されたものではなく，ビューロクラ

シィとアッセンブリライン（assembly line）の考え方にヒントを得たものである。すなわち「機

械主義的な考え方（mechanisation），合理的な思考（rationalisation），ルーチン化的思考（routinisation）

など（当時の）工業的作業原理（industrial principles）は，単にファストフードサービス業務に適
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用されうるだけではなく，銀行業務や小売り業務，その他のサービス業務にも適用されうるも

のであって，このことはサービス業務が手工業的労働（manual industrial labour）の応用版にすぎ

ないことを意味する」（Watson, 2017, p.103）と提議している。

　しかしこの場合，注目されるべきことは，ワトソンによると，こうしたマクドナルド方式は，

その後ポスト・フォード主義的社会の中でも進展をみせてはいるが，しかし，ポスト・フォー

ド主義的考え方に一致するもの（convergence）ではなかったことである。ポスト・フォード主

義的考え方との一致性を持つもの，つまり特殊的ポスト・フォード主義的考え方に立脚するも

のは，ワトソンによると，さしあたり，いわば現象的には，ディズニィ・テーマパークに見ら

れるもの，すなわちディズニィ化，つまりディズニィイゼーションであった。

　というのは，現象的にいえば，ディズニィイゼーションは，関係するショップ，ホテル，レ

ストランなどの一体的ブランド化，テーマ化を土台とするもので，その関係従業者には，劇場

出演と同様な演技（performance）が求められるところに特色があり，「ここにはサービス労働の

より新しいタイプ（the newer types of service work）があると認められるものであって，それは，

これまでの製造業由来のものとは，少なくとも表面的には異なる」（Watson, 2017, p.103）と位置づ

けされうるものであったからである。

　この点についてワトソンはさらに，それは「（人間と機械との結合ではなくて）人間同士の結合
（interpersonal）志向的，すなわち人間の感情と心情（hearts and minds）志向的，かつ，感覚（emotion）

志向的な，ソフトな管理（soft management）のものと特徴づけることができる」と提議し，こ

れは「サービス労働が，製造業労働などとは異なったものであり，それ自体として存立する基

盤となるスキルを得た」という意味を持つと評価できるものとしている（Watson, 2017, p.103）。

　ところがワトソンは，他方では，いわば本質的には，このようなディズニィイゼーションの

サービス労働には（例えば製造業労働とは異なった）独自な特性（distinctive characteristics）があると

いう考えには，反論があると提議している。すなわち，ワトソンによると，それは，「製造業

組織における労働の大部分，なかんずく管理的部門やマーケティング部門等のそれは，もとも

と人間の独自性に立脚した『人間を扱うスキル』というタイプのものであって，それが伝統的

にサービス労働の根本を成してきたものであり」（この点ではディズニィイゼーションには新規なもの

はない）と強調するとともに，若干の論者の見解を引用し紹介している（Watson, 2017, p.104）。

　それによると，例えば，フレンケルらはすでに1999年に（Frenkel, S. J. et al., 1999），製造業部門

でも，いわゆる製造労働（manufacturing work）の従業者よりもサービス労働従業者の割合が増

加していることを指摘し，製造業においても第一線サービス労働従事者が増加していることは，
（当時の）企業戦略に現われていた。それは資本主義の発展に特有なものであると論じている（cited 

in Watson, 2017, p.104）。つまり，歴史的傾向としてみれば，ディズニィイゼーションはこの流れの

中にあるものであって，新地平のものではない，というのである。

　この上にたってワトソンは，さしあたりこれは，直接的には，製造業製品がますます顧客志
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向的なもの（more customized）になったことの現れであり，その結果として，サービススキル

の一層の向上が必要になったにすぎないと解すべきものである，というのである。すなわちそ

れは，基本的には，一方におけるサービス労働の進展，すなわちサービス労働のいわば量的効

率化から，（サービス労働提供面における）質的変化への移行，他方におけるサービス労働に対す

る管理の強化の必要性向上として現われたものである，と特徴づけている。

　ちなみに，上記で一言したベルは，実は1976年にはこれを資本主義の文化的矛盾（the 

cultural contradictions of capitalism）とよんでいるが（Bell, 1976），2002年コルスティンスキィ
（Korczynski, M.）は，今やこれが新しい段階に入ったとし，それを“合理化（rationalisation）と消

費者志向（customer-orientation）との矛盾”とよんでいる（cited in Watson, 2017, p.104）。

　これらの上にたってワトソンは，サービス労働では，一方において，消費者の主権性
（sovereignty）という神話が高唱されるとともに，他方においては，消費者は実質上コントロー

ルされ，人形のように動かされる存在となっていることが一段と進化しているものであって，

この点では，ディズニィ方式，すなわちディズニィイゼーションも本質的に変わるところがな

い，と宣している（Watson, 2017, p.104）。

（3）小括

　ここで確認されておくべきことは，ワトソンにおいては，以上のような現代におけるサービ

ス労働の特性が，あくまでも，かれのいう産業資本主義（industrial capitalism）の枠内における

現象としてとらえられていることである。この点についてワトソンは，改めて次のように述べ

ている（Watson, 2017, pp.120-121）。

　「現代の作業制度（modern work institutions）のあり様（events）と特徴（characteristics）は，次

のような形でのみ，すなわち，産業資本主義的な社会生活（social life）の組織方法にみられる

ところの，はっきりした諸特徴を考慮に入れてのみ，換言すれば，これらのものは歴史的には，

少なくとも１世紀ないし1.5世紀を経たものとして，すなわち，そうした歴史を遡ってのみ，

理解されうるものである。つまり，これらの（これまでの）歴史的過程は，一言でいえば，新し

いタイプの社会秩序と分業（division of labour）を生み出すことに志向したところの，社会生活

合理化の進展，科学と高度技能（complex technologies）の適用を内容とするものであった。その

後出現した例えば“ポスト工業化”，“情報化”（informationalism），“ポスト・フォード主義”，“マ

クドナルダィゼーション”といった用語でよばれているものも，この延長線上にあるところの，

近年の多様な進展形態たるものである」。

　この場合ワトソンによると，「グローバリゼーション（globalisation）という言葉もその際よく

使用されているものである。それは，確かに，現在の世界的動向を特徴づけるのに有用なもの

ではある。しかしそれは，少なくとも現在のところ，論議真最中のもの（debate）であって，

その中には，イデオロギー的なものもあり，客観的分析上で有用なものというよりは，（主観的
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な）主張偏倚的なところ（legitimising）があるものである」とする。

　こうした種々なトレンドの中において，「現在世界で起きている労働・仕事（work）のリス

トラクチュアリング（restructuring）の観点から注目されるべき原理的なもの」は，ワトソンに

よると，次の２者である。第１に，ネオリベラリズム（neoliberalism）と金融資本化（financialisation）

である。第２に，コンピューター・ベース化，つまりデジタルテクノロジーに基づく働き方の

変化である。

　両者は，実質的には，一体のものであるが，この点についてワトソンは，「こうした今日の

進んだ技術上のトレンドの（真に意味するものについての）学者たちの研究（scholarly investigation）は，

まだごく限られたものである。しかし他方において，体制促進的な銀行家など指導的な経営者

や経済評論家等（bankers, business consultants and leading figures）により促進的な見解が強く提示

されている」とする。

　こうした状況の中で，ワトソンのみるところ，「いわゆるオートメーション的，デジタル的

労働が盛んになるとともに，社会的レベルにおける，かつ雇用上における不平等（social and 

employment inequalities）が相当程度（considerably）進む。ところでこのことは，実は，これらの

体制的経済人によっても公言されている悩みの種（worries）の１つになっているものである」
（Watson, 2017, pp.120-121）と述べ，この点についての終りの言葉としている。この点について，本

稿筆者としてこれ以外に評する言葉はない。

　ワトソンの所論は以上とする。それは，本稿冒頭で提議しているように，ツーリズム労働を

含むサービス労働の現在における原理論を提示したという位置づけのものである。本稿ではこ

の上にたって次に，サービス労働の中でも（顧客との）対面式サービス労働（interactive service 

work）のあり方について論じているジェンキンス／デルブリッジの所論を取り上げる。ジェン

キンスもデルブリッジも共にイギリス，カーディフ大学所属の論客である。

　ここで取り上げるのは，その共著論文「対面式サービス労働におけるネオ・ノーマティブ・

コントロールと価値裁量権─ケーススタディ」（Jenkins & Delbridge, 2017）で，一言でいえばそれは，

コールセンター受付業務の就業労働者について，経営側よりどのようなコントロールがあり，

個々の就業者側にはどのような（業務上の） 裁量権（discretion）がある場合に，企業にとっても

有利なものになるかを問題意識とするものであって，それについて，イギリスのコールセンタ

ー企業についてのケーススタディに基づき提議しているものである。

Ⅲ．対面式サービス労働の場合

（1）ネオ・ノーマティブ・コントロールの提唱

　まず冒頭において，ジェンキンス／デルブリッジは「裁量権は，仕事の質，従ってスキルの

変化を論じるにあたって広く普遍的に認められてきた（ubiquity）問題であるが，ところが，そ
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の意味や機能等について究明されたことがほとんどないものである」（Jenkins & Delbridge, 2017, 

p.60）とするとともに，他方では，この問題は，すでにテイラーシステムで問題になっていた

ものである。ただし同システムでは，なすべき仕事であるタスクから離れて行動しうることの

限度（limit）として登場していたものである。しかしこれは，いうまでもなく，本来は，労働

者の自律性（autonomy）の問題であり，テイラーシステムでは自律性の制限として提起されて

いたものである，とする（以下はJenkins & Delbridge, 2017, p.60ff.による）。

　この点を，例えばイギリスのコールセンターでみると，そこでは多くが，もともとはテイラ

ーシステム的な労働体制のもとにあって，裁量権は小さいものであった。すなわちその労働は，

ビューロクラチックな，かつ，テクノロジカルなコントロールの直接的対象となっていたもの

である。これを，テイラー／ベイン（Taylor, P. & Bain, P., 2007）のように，コールセンター職場は，

事業競争の激しさを反映した資本主義的リストラクチュアリング（capitalist restructuring）のも

とにあったというものもあった。

　そこで理論史的にみると，例えば，労働過程論を提起したブレーバーマン（Braverman, H.）

はすでに，労働の品格低下（degradation）に関連しこの点について言及している。もっとも労

働過程論ではその後，経営者のコントロールがますます強くなっているということを指摘する

傾向が強まり，裁量権の問題は論じられることが少なくなっている。

　しかし，ジェンキンス／デルブリッジによると，「コールセンターについての研究が進むと，

そこでは仕事の体制やスキル・レベルが多様で，コントロールの仕方も多様であることが分か

り，（上記の）テイラー／ベインのいうところは，必ずしもすべてに妥当するものではないこと

が分かってきた」。

　中でも注目されるベきものに，フレンケル（Frenkel, S., 2005）の所論がある。それは，こうし

たサービス労働では“マス・サービス”（mass-service）と“マス・カストマイズド・サービス”
（mass-customized service）とを区別すべきことを主張したものであった。それによると，前者で

は，単なる大量化が課題になるため，コスト低下（cost-reduction），規格化（standardization），管

理者の直接的コントロール（direct controls）に重点が置かれる。

　しかし後者では，カストマイズドされた労働の大量化が課題になるため，弾力化が必要で，

例えば（企業側提示の）勤務規定等は単に（事情により選別的に適用されるだけの）ノーマティブなも

ので，リジッドに適用されるものでないとされる。それよりも，顧客ごとの実際の要望に応え

ること，そのためには当該現場の直接的作業者の裁量を尊重することが肝要であって，これこ

そが付加価値的なもの（value-added）であり，かつ，サービスの質の真正性（authenticity）を担

保するものであると提起された。

　これをジェンキンス／デルブリッジは，（単なるノーマティブではないところの）“ネオ・ノーマ

ティブ・コントロール”（neo-normative control）とよび，その旗印となるものは“価値裁量権制”
（value discretion）であると提議している。
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　これを主張する現実的基盤になったものは，後述のジェンキンス／デルブリッジがケースス

タディを行ったコールセンター業務の場合である。ここではもともと，コール受付業務担当従

業員たちは，担当業務の処理において応答を行う場合（端的には顧客からのコールに対する返答にお

いて），大きな裁量権を与えられていたが，刮目されるべきことは，その場合，従業員たちは

自らの裁量において当該企業にとってどのような意味（meaning）があるかという観点，つまり

企業本位的な観点からそれを行っていたことである（Jenkins & Delbridge, 2017, p.61）。これをジェン

キンス／デルブリッジは，端的に“価値裁量権”とよんでいるが，これがこのコールセンター

では確立していた。ちなみに，同コールセンターでは，こうした職務担当従業員は，入社後，

６週間の研修を受けるものとなっていた（Jenkins & Delbridge, 2017, p.73）。

（2）ネオ・ノーマティブ・コントロールの実証

　ネオ・ノーマティブ・コントロールは，既述のように，テイラーシステムのいわばアンチ・

テーゼとして生成したものであるが，理論的には，近年ではさらに，例えばグリーン（Green, 

F., 2008）により取り上げられている。グリーンによると，従業員の裁量権は，今日では，ポスト・

フォード主義にみられるトレードオフ（trade-off）の考え方に由来する。

　すなわち，ポスト・フォード主義によると，いわゆる顧客の必要に応じた弾力的生産が原則

となるから，個々の直接的作業者における需要に即応した現場裁量制と，量的にも余裕ある生

産（leeway）が必要となる。この上にたってジェンキンス／デルブリッジは，「われわれは，こ

のポスト・フォード主義のトレードオフの考え方が何よりも対面的なサービス労働には不可欠

と主張するものである。というのは，対面的な労働は，基本的には，管理上においてテイラー

システム的な固定的な考え方（Taylorized scripted interactions）から大いに乖離するものであるが，

しかし，顧客に対しては真の対面性が実現され，同時に，作業効率の減退というような否定的

な事態は生じないようにすることが必要とされるからである」（Jenkins & Delbridge, 2017, p.62）と力

説している。ここにジェンキンス／デルブリッジの根本的な認識がある。

　そこで，ジェンキンス／デルブリッジは，このことを実証するために，（上記で一言した）ケ

ーススタディを行っている。それは，かれらが“VoiceTel”と表記しているイギリスのコール

センター企業で行われたもので，当時（2007年現在）当該コールセンター企業のコール関係業務

従事者は97名であった。そのうちケーススタディ・インタビューに参加した者は66名，うち直

接的コール業務担当者が48名，同業務スタッフが15名，関係管理者が３名であった。コール業

務担当者とのインタビューは平均時間が一人あたり約49分であった。関係管理者３名はいずれ

もボランティア参加のもので，スタディ結果に影響を与えるようなものでは全くなかった。

　このケーススタディの結果は，一言でいえば，ネオ・ノーマティブな仕方の有効性を実証し，

それが作業結果に有益な影響を与えていることを改めて実証するものであった。なかんずく注

目されることは，当該従業員たちに許されている大幅な裁量権が真正なサービス（authentic 
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service）を担保するものになっていること，しかも（ジェンキンス／デルブリッジにとって）驚くべ

きことに，それは，「こうした顧客との対面的業務において，業務担当従業員たちがそれぞれ

の形において，企業価値（corporate value）であるものを，管理者たちの期待以上の形で，率先

して顧客に伝えるようにしていたこと」（ Jenkins & Delbridge, 2017, p.80）を明らかにした。

　これはジェンキンス／デルブリッジにとっても予想外のことであった。かれらは，これを（従

業員たちが持つ）“価値裁量権”，すなわち，“組織外アイデンティティと企業アイデンティティ

との一体化”（valorized workers extra-organizational identities）とよぶとともに，他方では，

“VoiceTel”のこの例は，少なくとも当時のイギリスでは，例外的なものと位置づけ，その上

にたって，これは，何よりも“マス・カストマイズド体制”の成果であって，総括的にいえば，

「サービス労働局面では，価値は，従業員たちの対面的活動で実現される」 （Jenkins & Delbridge, 

2017, p.82）ことを改めて立証したものと述べ，締めくくりの言葉としている。

（3）論評

　以上のようなジェンキンス／デルブリッジの主張について，同論考収録編著の編者，（既述で

一言した）アメリカ，ノースイースタ－ン大学のヴァラスは，同編著総括の章（Vallas, 2017）で次

のように書いている。それをここでも紹介し，この個所の終りの言葉とする。

　「ジェンキンス／デルブリッジ論考の章では，労働者たち（workers）が，仕事に見合った賃

金という形における報酬（the rewarding）はないにもかかわらず，企業（the firm）に対する忠誠

心（loyalty）もしくは貢献心（allegiance）を提示している状況が示されている。この場合，コー

ルセンター上級職務に就くことは，キャリア形成にも特に関係ないことであった。代わりに行

われていたものは，企業目的の達成向上（efficacy）で，それがこの場合，端的には，労働者た

ちに対し，『価値裁量権』を認めるところに示されていた。すなわちそれは，企業のためにな

るよう働くことをいうものであった。ここで展開されているものは，一般に『経営・管理は無

用』，『脱経営・管理』（liberation management）というテーゼで主張されているものである。…

この章で示されていることは，企業は従業員たちを『自分で行動するもの』（just be themselves）

とさせ，もって企業の権威をインフォーマルなもの，つまり自然の（空気のような）ものとし，

誰もがことさらこれに反抗したりはできないものにすることである。つまり，ジェンキンス／

デルブリッジの論考は，労働者たちが企業利益のために働くことを良しとする，という主張に

立つものであるが，しかしこれは，（悪評高い）植民地化論（colonization）ではないのか。」（Vallas, 

2017, p.xiv）。

　これをみると，ジェンキンス／デルブリッジの所論について本稿筆者では，日本的経営論を

彷彿させるものがあるように感じることを禁じ得ない。もっともこうした場合には，“仕事の

ための忠誠心”と“企業のために忠誠心”とが区別されるべきである。ジェンキンス／デルブ

リッジおよびヴァラスでは“企業のために忠誠心”に視点が置かれ，それが注目されるベきも
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のとされているが，少なくとも“仕事のための忠誠心”は，本来，すべての労働者に内在的な

ものと考えるべきものである。

　ジェンキンス／デルブリッジの所論は以上とする。本稿ではこの上にたって次に，サービス

労働の中でもツーリズム労働に焦点をおいて，現時点における最も焦眉の課題といえるサステ

ィナブル・ディベロップメント，すなわちサスティナビリティの観点からこれを論じているコ

ンリン／バウムの所説を取り上げる。

　コンリンはオーストラリア・キャンベラ，オーストラリア国際ホテル管理者学校（The 

Australian International Hotel Management School）所属，バウムはイギリス・グラスゴー，ストラ

ウスクライド大学所属の論客である。ここで取り上げるその共著論文は「包括的な人的資源管

理─小島嶼前提のサスティナブル・ツーリズムの本質的基本要因」（Conlin & Baum, 2003）をテー

マとするもので，直接的には，発展途上国の人的資源問題，なかんずく現地雇用就業者の処遇

のあり方などについて，サスティナブル・ツーリズムの観点から論究したものである。

　ところでこのコンリン／バウムの論考は，2003年のクーパー編著『ツーリズムのクラシック

諸理論』（Cooper(ed.), 2003）に収録のものである。実は，このクーパー編著は，通常の研究公表

書とは刊行の趣旨がやや異なる。すなわち同編書収録の論考は，原則として，以前に公表され

たものについて，その後の経緯を加味して，必要な修正を行い，2003年当時において最新のク

ラシック的意義を持つものとして再発表されたものである。本稿筆者では，コンリン／バウム

のこの論考は，こうした意味において，今日でもクラシック理論として有効性を持つものと考

える。ただしこのコンリン／バウムの論考は，最初1994年に公表されたもの（Conlin & Baum, 

1994）であるが故に，1994年当時の関連諸論考が引き合いになっている部分がいくつかみられ

ることをお断わりしておきたい。

Ⅳ． 人的資源のサスティナブル・ディベロップメント論─島嶼地域ツーリズム
の場合を中心に─

（1）問題の所在

　ツーリズム業は，周知のように，基本的にはサービス業であって，人間労働がサービス労働

として直接的に顧客すなわちツーリストに提供され，消費されるものである。この意味では，

ツーリズム業従業者など人的資源が，他の部門などとは異なりかなり重要な位置を占める。ツ

ーリズム産業では，本来，人的資源は最大限に尊重される立場におかれるべきものである。

　ところが，実際には逆で，従業員があまり尊重されない立場にある場合が結構ある。これは，

本稿筆者のみるところ，結局，ツーリズム企業経営自体が隆盛すること，もしくはそのために

顧客を多く獲得すること，そのために仕事を顧客本位でより良く遂行することが，一方的に高

唱され，このため顧客であるツーリストの立場が，絶対的なものとして先行させられる場合が
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多いためである。もとよりこうした事情に基づいて，ツーリズム業における従業員すなわち人

的資源について，本格的な研究や論議が充分なされてこなかったことにも一因がある。

　近年におけるその一例を挙げると，例えばドイツのサービス理論の専門的論者，アイヒシュ

テット・カトリック大学（Katholische Universität Eichstätt）のシュタウス（Stauss, B.）は，1998年

の論考「ツーリズムにおける全般的品質管理（TQM）」（Stauss, 1998）において，次のように提議

している。すなわち，サービス提供企業では，顧客と就業者との直接的接触が最大のポイント

になり，かつその場合，サービス企業である限り，顧客本位の対応が必要とされるから，そう

した組織の就業者は，顧客満足を第一義なものと心得なければならない。故に例えば，こうし

た企業や職場における人事選考（Personalauswahl）では，当該業務の技能のいかんだけではなく，

顧客に対する人間的態度のいかん（persönliche Einstellung zum Kunden）が重視されなくてはなら

ない，と強調している（Stauss, 1998, S. 373）。

　こうした主張が，これまでのところ，サービス事業の運営論あるいは管理論の立場から提示

されてきた多くのツーリズム論あるいはサービス論の基本的トーンになってきたものである

が，これに対して，人的資源管理のあり方として，これでは間違い，少なくとも不充分ではな

いかという観点からの論議が提起されている。こうした観点から大いに注目されるものに，近

年の論著では，コンリン／バウムの所説がある。

　ところで，この論考でコンリン／バウムが主として論じているものは，表題からもわかるよ

うに，直接的には島嶼的地域におけるツーリズム業の現地採用就業者の処遇問題で，それを国

連提唱のサスティナブル・ディベロップメントに関連して検討し，これが現時点におけるツー

リズムに関するクラシック理論の重要論点の１つになると主張しているものである。

　ただしこの場合注目されることは，コンリン／バウムが，国連を中心に全世界的に推進され

ているサスティナブル・ディベロップメントの概念について，1990年を境に，内容的に変化が

みられるとしていることである。まず，この点から考察する。

（2）サスティナブル・ディベロップメント概念のとらえ方をめぐって

　この点をコンリン／バウムは，国連提唱のサスティナブル・ディベロップメント概念には，

これまでに２種のものがあったものとして提示している。その２種とは，次のものである。す

なわちその一方は，コンリン／バウムの2003年論考の冒頭において（Conlin & Baum, 2003, p.115），「サ

スティナブル・ディベロップメントの概念は，1960年代において盛んになり，かつ，現在でも

多くのビジネス世界で主流的なもの（a mainstream）になっているところの，環境運動
（environmental movement）の起源（origin）になった」として提示されているもので，ここでは，

サスティナブル・ディベロップメントはもともと，あるべき環境の保持問題をいうものとされ

ている。

　これに対し他方は，同論考本文の中の『サスティナビリティの概念』（the concept of 
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sustainability）という節（Conlin & Baum, 2003, p.117ff.）において，冒頭で「サスティナブル・ディベ

ロップメントの起源，なかんずくツーリズムにおけるそれは，既述のように，自然環境との関

わり合いにあるとされてきたが，しかしその関わり合いは1970年代になると，対象が拡大され
（broaden），それにはツーリズム・デスティネーション（destination）の文化（culture）と当該地

域在住の人々（indigenous population）に対する（社会的に）ネガティブなインパクトが含まれる

ようになった」とされ，続けて「サスティナビリティ概念を（上記のうち後者の）文化的社会的

関係（cultural and social considerations）に拡大・適用することは，今日では，広く認められたも

のになっている」（Conlin & Baum, 2003, p.117）と提議されるものとされている。

　その上でこれは，サスティナブル・ディベロップメントの概念における重点の移行であって，

こうした重点の移行は，ツーリズム関係では，1990年バンクーバーで行われたサスティナブル・

ツーリズムの大会で採択された『サスティナブル・ツーリズム発展の行動戦略』（The Action 

Strategy for Sustainable Tourism Development）においてはっきり現われているとされ，例えば同大

会の決議で次のように規定されているところが，引用，紹介されている。

　すなわちそこでは，「サスティナブル・ディベロップメントの概念は，（環境的問題だけではなく）

“環境的問題と経済的問題との間に相互依存関係（interdependencies）があること”を明確に認

めるものである。サスティナブル・ディベロップメントは，環境が（環境自体としてではなく）人

間そのものの存在という根本的欲求に合致したものとして保全され展開されること（protecting 

and enhancing environment meeting basic human needs：すなわちサスティナブル・ディベロップメントの第

１の課題は人間存在の確保であること），現在と将来との世代間的公平性（intergenerational equity）の

確保，および，すべての人間の生活の質（quality of life）を改善することを目的にする」（cited in 

Conlin & Baum, 2003, p.118）という規定になっているもの，とされている。

　これは，サスティナブル・ディベロップメントについて，何よりもまず自然環境の保持，そ

の改悪阻止だけを考えるとするものとは質的に異なるものであるが，ところがこの点は，本稿

筆者の知るところ，国連のこの概念提起の出発点になった，いわゆるブルントラント委員会の

1987年の報告書“Our common Future”（WCED, 1987）においてすでにはっきりと提示されてい

たものである。

　例えば同委員会報告書をみると，委員長，ブルントラントは，同報告書の委員長序文におい

て，（同委員会の最初の会合で同委員会の課題について原理的論点設定がなされた時に）「この委員会は，

環境問題（environmental issues）のみを論議対象にすればいいという意見もあったが，それは全

くの誤り（a grave mistake）であったであろう」と述べている。そしてその答えは，同報告書本

文において次のように提示されている。すなわち，そもそも環境は，常に，人間の欲求，ニー

ズのもとにあって，貧困な者が生存のために環境を直接破壊的に利用することがしばしばあっ

たものである。そしてこれが，現在の環境問題にとっても最大の要因になっているものである。

故に現在の環境問題は，最も究極的な根源がここに，すなわち貧困にあると考えられるべきも
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のである，と措定され，その上にたって，結論的に，貧困は，グローバルな環境問題にとって

最大の原因であり，かつ，結果たるものであると規定されるものになっている。

　この点，すなわち国連提唱のサスティナブル・ディベロップメントにおいて，その根源がも

ともと貧困の撲滅，すなわち社会的要因にあるとされていることは，例えば現在SDGsとして

世界的に推進運動が展開されているものの第１の目標が「貧困の克服」にあることに現われて

いるものである。これはサスティナブル・ディベロップメントの追求するものが，当初から「貧

困の克服」すなわち「人間の維持」と，「自然環境の維持」すなわち「自然の維持」との２者

にあるとするところの，２要素説といわれるものであるが，コンリン／バウムは，これを，

1990年に始まるサスティナブル・ディベロップメント概念の拡大において初めて提議されたも

のと規定している。

　もっとも国連提唱のサスティナブル・ディベロップメントの概念については，その後アメリ

カ・ロチェスター工科大学のモレリ（Morelli, J., 2011）により，サスティナブル・ディベロップメ

ントは，突き詰めて考えれば，すべてが自然環境のサスティナビリティに依存するものであっ

て，要素説的にいえば，自然環境の１要素説に集約されるものであるという主張が改めて提起

された。これについては他方において，周知のように，「環境，社会，経済の３要素」（トリプル・

ボトム・ライン論）が広く人口に膾炙していたこともあって，上記の２要素説も含めて，いずれ

が妥当かという論争的なものがあった。

　この点について詳しくは本稿筆者別著（大橋，2019，４頁以下）をみられたいが，そこにおいて

本稿筆者はこれらの要素説のいかんについて，次のように，すなわち「サスティナビリティに

ついて１要素説をとるか，２要素説か，３要素説かの問題は，本質的には，１つの事象のその

時々の条件や状況により決まるものであって，どれか１つの説がすべての状況に妥当するもの

ではない。例えば幾何学において１点の確定には１点で足りるが，１つの線の確定には２点，

１つの面の確定には３点を必要とするのと同様である」（大橋，2019，41頁）と書いている。

　この点については，本稿筆者としては，ここでは以上とし，コンリン／バウムの所論に戻っ

て，そのさらなる論議について考察することが課題と考える。というのは，１つには，ここで

コンリン／バウムが直接的に対象としているのは，ブルントラント委員会報告書の規定そのも

のではなく，実際界における取り組みの実態であるからである。

　そこでコンリン／バウムの所論に戻ると，コンリン／バウムは，このいわゆるサスティナブ

ル・ディベロップメント概念の拡大により，人間の維持，社会的環境の尊重が，サスティナブ

ル・ディベロップメントの決定要因になったものとして，例えばツーリズム・デスティネーシ

ョンの地域住民をツーリズム計画過程に包含することが，この時期から，極めて説得力のある

もの（very convincingly）になったと提議し，これを，包括戦略（inclusion strategy）とよんでいる
（Conlin & Baum, 2003, p.119）。

　ところがコンリン／バウムによると，こうした包括戦略は多くが，実際には，少なくとも結
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果的には，ツーリズム事業自体の必要性や重要性を当該地域内で深めるよう作用するだけのも

ので終わっていた。というのは，「（ツーリズム産業の盛大化によって）地域住民に対して雇用が増

加するかもしれないこと，あるいは，それによってツーリズム従業員たちにおいてキャリア向

上（career development）が進むかもしれないということ，つまり人的資源の活用が一段と進む

かもしれないということは，もともと当該ローカルコミュニティにとっては，あまり関心のな

いこと（peripheral）であって，当該ローカルコミュニティにとって直接的に有益な影響（positive 

impacts）をもたらすようなこととはとても考えられなかった」からである。

　ちなみに，前記の1990年のサスティナブル・ツーリズムの大会で採択された決議にしても，

こうした考え方に照応したところがあり，同決議には，コンリン／バウムによると，例えば政

府に対する措置勧告は41項目もあるが，それらはすべて雇用増加の必要がないものであった
（Conlin & Baum, 2003, p.120）。

　それ故総括的にいえば，「今日までのところ，（例えば地域住民が受ける職務上の教育・訓練をみると）

その重点は，（技能の）非熟練的低階層的レベルのもの（lower-level skills and abilities）の習得に限

定されただけのものとなっていて，その職務は，伝統的にいえば，家僕的（menial），低階層的
（demeaning）なものに限られたものであった」（Conlin & Baum, 2003, p.120）。

　では，島嶼ツーリズム・デスティネーションは，人的資源上，そもそもどのような特性のも

のであったのか。この点をコンリン／バウムはどのようにとらえているかについて，次に考察

する。

（3）島嶼ツーリズム・デスティネーションの特性

　この点についてコンリン／バウムは，すでに1992年バウムが単独論考（Baum, 1992）で，発展

途上国としての島嶼ツーリズム・デスティネーションにおける人的資源上の土台について，そ

の特色として次の５点が挙げられているところを紹介している（Conlin & Baum, 2003, p.121）。

①当該地域全体の経済が，ツーリズムを含むごく少数の経済部門に依存したものになっている。

② ツーリズム用産品（tourism products）が一部の種類の物に限定されている。そしてそれには，

歴史的文化的な物よりも，一般的享楽志向的な物（generally hedonistic）の方が多い。

③ 直接的なツーリズム用品では，いわゆる国際的ツーリスト，すなわち富裕層ツーリスト向け

のものが多い。例えば５つ星ホテル級の物が多い。

④熟練従業員はごく少数しかいない。

⑤ 全体としてツーリズム用の教育・訓練は限定的なものである。

　 この上にたってコンリン／バウムとしては，さらに次の４点が追加されるとしている（Conlin 

& Baum, 2003, p.121: 上記に続き，通し番号で挙示）。

⑥地理交通上で遠隔の所が多い。

⑦ もともと当該島嶼の人口が一般的には少ないために，ツーリズム業で雇用や熟練キャリアの
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対象となる人員が多くない。

⑧ 一般的に政治的経済的閉鎖性（insularity）が強い。例えば労働流動性（mobility of labour）が低い。

⑨ 一般的に文化的内面化性（cultural intraversion）が強く，例えば外来者に対しなじめないとこ

ろがある。

　この結果，次のような影響があるという。第１に経済活動では，ツーリズムやそれに関連し

た分野への依存性が大であるが故に，こうしたツーリズムや関連した分野における経済的活動

が低調になると，低調性が同業内では吸収されず，関連地域経済全体に波及しやすい。ただし

このため，地域経済のツーリズム依存性，つまりツーリズム志向性はさらに強まる。

　第２に，こうしたツーリズム志向性は一般的な教育などにも影響を与え，ツーリスト以外の

分野における経済発展は困難なものになる。つまり，モノカルチュア的経済が促進される。こ

れにより文化の内面化性が強まり，当該島嶼以外との文化的交流が難しくなり，文化閉鎖性が

強まる。

　第３に，しかし他方において，ツーリズムの隆盛により，他地域からのツーリストが増加す

ると，外来文化の注入が増え，当該島嶼文化が破壊される恐れが強まる。結果，当該島嶼の伝

統的な仕事や雇用は衰退する危険がある。コンリン／バウムによると，例えばタイのプーケッ

トでは，従来では地域住民の直接的消費物品は地元産品により賄われていたが，ツーリズムの

進展によりそのバランスが崩れたといわれる（Conlin & Baum, 2003, p.122）。

  第４に，島嶼ツーリズムには季節性（seasonal）が大きいものが多いという問題がある。すな

わち，ハイシーズンとオフシーズンとでは差が大きいものが多いから，例えば就業する労働力

でも大きな差が生じやすい。オフシーズンでは，仕事のない人が増加する。こうしたこともあ

って，例えばヨーロッパ大陸などでは，ツーリズム就業者でも，シーズンを通じて仕事がある

所に結局は定住する人が増加しているといわれる。コンリン／バウムは「純社会的に，かつ長

期的に考えると，人口は，島嶼ではネット・マイナス（a net loss）で終わっている所が多い。

なかんずく熟練者についてみると，終局的定住地を当該島嶼以外の場所にする傾向があり，そ

れにより当該島嶼における熟練形成は進展しない傾向が強まる」（Conlin & Baum, 2003, p.122）と書

いている。実に深刻な問題である。

　かくて，ごく一般的にいえば多くの場合，大陸に内在するツーリズム・デスティネーション

に対し，島嶼ツーリズム・デスティネーションは，競争上不利の立場にあるものが多い。この

ことが，当然のことながら，人的資源管理に重大な影響を与えている。そうしたこともあって

コンリン／バウムは，島嶼ツーリズムでもサスティナブル・ディベロップメントの原則が充分

に適用されるべきことを強く主張しているが，その根本は，ツーリズム業における人的資源の

重要性についての認識であるとする（Conlin & Baum, 2003, p.124）。次に，この点を考察する。
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（4）人的資源重要性の認識の基本原理

　この点についてもコンリン／バウムは，まず1994年のバウムの論考（Baum, 1994）に依拠して

いる。それによると，当時調査された66の国内ツーリズム関係機関（national tourism 

administration）のうち，ツーリズム事業における人的資源管理問題に対しては特段の関心を持

っていないと回答したものが，実に14団体もあったことが紹介され，このことは，「ツーリズ

ム事業では，人的資源には特段な関心を持つ必要がないと考えている国内ツーリズム機関がか

なりあることを示すものである。それ故，人的資源がツーリズム事業の成功にとって最も重要

な要素であることを，さしあたりまず，このレベルにおいて周知させる必要があることを意味

する」（Conlin & Baum, 2003, p.124）と力説している。

　もとよりこのことの土台となっているのは，（単にこうした機関だけではなく）少なくともツー

リズム事業にかかわるすべての者が，人的資源の重要性について適正な認識を持つことであっ

て，そのためには，コンリン／バウムは，さしあたり，こうした公私の機関の代表たちが，こ

の問題について事業者たちと適正な信頼関係（trust）と相互理解心（understanding）を持つこと

が出発点になるとしている（Conlin & Baum, 2003, p.125）。

  そこでこの点についてコンリン／バウムは，バウムがすでに 1993年の論考（Baum, 1993）でこ

うしたことを考慮したモデル的なものを提示しているのを良しとして，それを紹介している。

それは，次の５項目について深く認識しておくことが肝要とするものである（Conlin & Baum, 

2003, p.126）。

①当該ツーリズム環境（the tourism environment），

②ツーリズムと当該労働市場（tourism and the labour market），

③ツーリズムと教育（tourism and education），

④当該事業における人的資源上の慣行（human resource practice in the industry），

⑤ ツーリズムと当該コミュニティにおいて包括的，統合的，有効的な仕方となっているもの
（tourism and the community in a comprehensive, integrated and cohesive manner）。

　その際コンリン／バウムは，バウムがこの1993年論著で次のように提示しているところに依

拠して次のように述べている。本稿でもそれを紹介する。すなわちコンリン／バウムは，「こ

のアプローチの価値は，基本的には，ツーリズムにおける人的資源問題に関して，なんらかの

全国的，地方的もしくは地域的な優先性（priorities）のある政策を策定したり，そうした機構

を設置したりする際に役立つものである。この方式が，多くのツーリズム現場で使用されてい

る他のものと異なるところは，その広さ（breadth）にある。この方式は，ツーリズムにおいて

効果ある人的資源政策を展開し実行する際に必要な影響を考慮し，可能な限り多くのものを織

り込むようデザインされたものである」と提議している（Conlin & Baum, 2003, p.126）。

　ちなみにコンリン／バウムによると，同様なものがすでにカリブ海島嶼諸国で実際に使用さ

れている。これらの国では多くの場合，入国管理と併用され，かつ，教育・訓練施策とも関連
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して運用されているといわれる（Conlin & Baum, 2003, p.126）。

　最後にコンリン／バウムは，以上は，ホスト国の人々をツーリズム事業に統合する
（integration）ための基本的フレームワークを提示したものである。ツーリズム業における人的

資源管理の要諦はここにある。ただし，実行・実践にあたっては，当然，細部にわたり様々な

考慮が必須であると述べ（Conlin & Baum, 2003, p.127），締めくくりの言葉としている。

Ⅴ．あとがき

　以上において，現在のサービス業，ツーリズム業における人的資源管理における問題点につ

いて，ワトソンの所論をベースに，ジェンキンス／デルブリッジおよびコンリン／バウムの所

論を考察してきた。一般にサービス業務では，どうしても事業経営が顧客優先的になりやすい

から，直接的業務担当者の人間らしさが阻害されることがないではない。コンリン／バウムは

なかんずく，そうした場合の是正を求めているが，ちなみにツーリズム論でも，人的資源のあ

り方は本来そうした是正されたものであるべきであるという主張が，当然ながら，コンリン／

バウム以外にもある。ここでは，その一例として，ドイツ語圏ツーリズム理論の著名な代表的

論者の一人である，スイス・ザンクトガレン大学のカスパー（Claude Kasper）の所論を紹介し，

本稿の終りの言葉としておきたい。

　カスパーは，ハエドリッヒ（Günther Haedrich）／カスパー／クレム（Kristiane Klemm）／クレ

イルカンプ（Edgar Kreilkampf）編著『ツーリズム・マネジメント─ツーリズム・マーケティン

グおよびツーリズム・プランニング』（Haedrich et al. (Hrsg.), 1998）の第２編「各論の枠組み」
（Rahmenbedingungen）の第２章「共働者の活用」（Mitarbeiterführung：Mitarbeiter（共働者）は現在

ドイツにおける従業員の一般的呼称）の執筆者で，その冒頭部分において，そもそも企業の活力
（Aktivitäten）のいかんは，次の２者により決まると提議している。その１つは，企業目的（Ziele）

であり，今１つは，共働者活用のいかんである。

　つまりカスパーでは，人的資源の重要視が，こうした思い切った形で，つまり企業成果を究

極的に決める２つの決定的要因のうちの１つとして提起されていることが強く注目される（以

下はKaasper, 1998, S.63 usw.による）。その際カスパーは，「もともとわれわれが企業とよぶところの，

一定の成果産出を目標とするすべてのシステム体において，中心に立つものは，人間である」

と宣し，続いて「ツーリズム企業（touristische Unternehmung）でも全く同様であって，共働者

には最大の意義が認められなくてはならない。というのは，ツーリズム企業の場合，なされる

仕事（Dienstleistung）は，ほとんどの場合が，共働者と顧客との人間的接触（persönlicher 

Kontakt）という形のものであるからである」と力説している。

　ところがカスパーによると，例えばホテルやレストラン等において，今日でも，共働者の活

用と育成（Förderung）の意義が充分認識されていない場合が結構ある。故に「人間問題



関西大学商学論集　第67巻第２号（2022年９月）66

（Personalproblem）は差し迫った問題であり，仕事のあり方は，ヒューマニズム化（humanisieren）

されなくてはならない」と主張し，さしあたり目標になるものは，次の２点であるとしている。

その１つは，真の意味における経営共同体（Betriebsgemeinschaft）を形成することであり，今１

つは，経営体内の労働を最適な形で形成すること（bestmögliche Gestaltung der Arbeit）である。

この場合直接的には，前者の経営共同体は企業のあり方の問題，後者は仕事のあり方の問題で

ある。これは，本稿筆者のいう“企業のために忠誠心”と“仕事のための忠誠心”に相当する

ものであるが，この場合カスパーは，両者は，根本的には，共働者すなわち従業員の経営参加

の度合い（Partipationsgrad）の向上によって実現されるとし，「共働者に対し経営参加的
（partizipativ）かつ協同的（kooperativ）な措置を進めることは，企業の成果ある運営にとって実

に有益なことである」と力説している。

　ちなみに，周知のように，ドイツでは労働者の経営参加・共同決定は，かなりの規模・程度

で進んでいる（詳しくは大橋, 2020b,cをみられたい）。これからいえば，少なくとも従来的な形の労働

者の経営参加・共同決定の場合，その進展だけで，この問題は十全たる形で解決されるものか

どうか，本稿筆者としては疑問なしとはしない。企業自体が変わること，つまり企業が“真の

共同体”，すなわち“真に協同的なもの”になることが必要，と思料される。

　そこで，カスパーの主張をさらにみてみると，例えばツーリズム業におけるキャリア形成に

ついて，カスパーは，次のように述べ，終りの言葉としている（Kaasper, 1998, S.68）。すなわち，

この点についての実践は，これまで実に不充分なものであったが，熟練の形成は，例えばジョ

ブ・ローテーション（job-rotation），ジョブ・エンラージメント（job-enlargement），ジョブ・エ

ンリッチメント（job-enrichment），ジョブ・シェアリング（job-sharing）など，つまり，仕事の

大量的公衆化（massive Öffentlichkeitsarbeit）によって，長期的には可能になる（Kaasper, 1998, S.68）。

　これらは，カスパーのいう仕事の最適な形成に役立つものではあるが，それ以上の意味は期

待できないのではないのか。しかし本稿筆者としては，この点は紹介するにとどまる。こうし

た点からいえば，現時点ではさらに，デジタル化が基本に置かれるべきであるが，他方におい

て世界的動向としてはプレゼンティイズム（presenteeism：病気出勤：これについて詳しくは大橋, 

2021aを見られたい）の問題なども無視できないものと考える。
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